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気候変動・温暖化の被害・悪影響とそれを小さく
するための排出削減 
「2050年排出ゼロ」の背景	



日本でも異常気象多発	

• 世界、日本で異常気象	
• 日本でも異常気象	

•  2017年：九州北部豪雨(福岡県、大分県など)、2018年：西日本豪雨
(岡山県、広島県)、関西空港水没など、2019年：台風19号で関東信越
東北で被害、2020年：九州豪雨	

→東京でも2019年の台風19号で多摩川など洪水被害	

•  猛暑も発生	
•  猛暑・熱波、洪水、干ばつなどの極端な気候は温暖化が進むと激化	

• ヒートアイランド	
•  東京はヒートアイランド(熱の島)で、気温も高く、ゲリラ豪雨など極
端な気候に。温暖化が進んだ将来の姿	

•  例：	2005年杉並豪雨など(1時間120mmの雨)。	



気温上昇を小さくとどめるための世界の排出削減 
「2050年CO2排出実質ゼロ宣言」の背景	
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IPCCの科学レポートが「カーボンバジェット」(1.5℃上昇、2℃上昇におさえるための排出許容量)
と、典型的排出経路を示す。	

IPCC(気候変動に関する政府間パネル)1.5℃特別報告書より作成 

気温上昇1.5℃抑制	
2050年排出ゼロ	

気温上昇2℃抑制	
2070年頃排出ゼロ	



最近の特徴： 
2050年CO2排出実質ゼロ宣言の広がり	

2050年CO2排出実質ゼロ目標の国	

2050年排出実質ゼロ	

2060年排出実質ゼロ	

国の2050年CO2排出実質ゼロ宣言(「2050年」は
1.5℃目標を意識)	
• 日本政府、2050年温室効果ガス排出実質ゼロ
を宣言(今年10月)	

• 昨年末、世界120カ国(EU含む)	2050年CO2排出
実質ゼロ宣言	

• その後中国(2060年排出実質ゼロ)、日本、韓
国(2050年排出実質ゼロ)など。米国(現政
権)2050年排出ゼロ、2035年電力排出ゼロ公約。	
	
自治体：排出実質ゼロ目標多数	
企業：排出実質ゼロ目標、再エネ100%目標多数	
	
気候非常事態宣言	
•  世界34カ国約1900の国・自治体が宣言	
•  日本で衆参両院が11月に決議	
•  日本の45自治体が宣言	

米国現政権ゼロ公約	中国	



日本の自治体の目標など	



北海道 山஄県 ණ஝県 ⑞ଗ県 ૸୴県 ୕山県 長野県 ཱྀவ県 ળ山県 ി本県
　札幌市 　山形市 　太田市 　常陸大宮市 　千葉市 　魚津市 　小諸市 　湖南市 　岡山市 　熊本市
　石့市 　米沢市 　館林市 　那ቃ市 　ሳ子市 　南ᑱ市 　佐久市 京都府 　津山市 　菊池市
　ニセコ町 　東根市 　藤岡市 　筑西市 　木更津市 　立山町 　東御市 　京都市 　玉野市 　宇土市
　古平町 　南陽市 　上野村 　坂東市 　野田市 લ川県 　松本市 　宮津市 　総社市 　宇城市
గ手県 　朝日町 　神流町 　桜川市 　成田市 　金沢市 　軽井沢町 　亀岡市 　備前市 　阿჆市
　久ჩ市 　高畠町 　ዡ恋村 　つくばみらい市 　八千代市 　加賀市 　池田町 　京田辺市 　瀬戸内市 　合志市
　二戸市 　川西町 　みなかみ町 　小美玉市 　山武市 山๤県 　立科町 　京丹後市 　赤磐市 　美里町
　⌨巻町 　飯豊町 　大泉町 　⑞城町 　我孫子市 　甲府市 　白馬村 　大山崎町 　真庭市 　玉東町
　普代村 　庄内町 ⑞ଗ県 　城里町 　浦安市 　富士吉田市 　小谷村 　与謝野町 　和気町 　大津町
　軽米町 ૣ島県 　水戸市 　東海村 　四街道市 　都留市 　南Ⴔ輪村 大ଚ府 　早島町 　菊陽町
　野田村 　郡山市 　土浦市 　五霞町 東京都 　山梨市 ว໣県 　大阪市 　久米南町 　高森町
　九戸村 　大熊町 　古河市 　境町 　世田谷区 　大月市 　大垣市 　豊中市 　美咲町 　西原村
　洋野町 　浪江町 　結城市 ൮௣県 　⌨飾区 　ቧ崎市 ಯળ県 　吹田市 　吉備中央町 　南阿჆村
　一戸町 ౡ木県 　下妻市 　さいたま市 　多摩市 　南アルプス市 　静岡市 　泉大津市 広島県 　御船町
　八幡平市 　鹿沼市 　常総市 　秩父市 神ఱ川県 　北ቀ市 　浜松市 　枚方市 　広島市 　嘉島町
　宮古市 　大田原市 　高萩市 　所沢市 　横浜市 　甲ᄫ市 　富士宮市 　東大阪市 　尾道市 　益城町
૝ଗ県 　那須塩原市 　北⑞城市 　飯能市 　川崎市 　ᄱ吹市 　藤枝市 　阪南市 ಘ川県 　甲佐町
　気仙沼市 　那須ᄖ山市 　取手市 　狭山市 　相模原市 　上野原市 　御殿場市 ௗಛ県 　高松市 　山都町
　富谷市 　那須町 　牛久市 　深谷市 　横須賀市 　甲州市 　御前崎市 　神戸市 　善通寺市 ૝૊県
௘田県 　那ቃ川町 　鹿嶋市 　入間市 　鎌倉市 　中央市 　牧之原市 　明石市 ఎ၊県 　ᅆ間市
　大館市 　潮来市 　日高市 　藤沢市 　市川三郷町 ఎ知県 ఱଐ県 　松山市 ಧు島県

　守谷市 　小川町 　小田原市 　早川町 　岡崎市 　生駒市 ૣળ県 　鹿児島市
　三浦市 　身延町 　半田市 和స山県 　北九州市 　知名町
　開成町 　南部町 　豊田市 　那智勝浦町 　福岡市 బಐ県
新ඎ県 　富士川町 　大府市 ೭取県 　大木町 　久米島町
　新潟市 　昭和町 　田原市 　米子市 長૊県
　柏崎市 　道志村 　みよし市 　北栄町 　平戸市
　佐渡市 　西桂町 　武豊町 　南部町 　五島市
　ႁ島浦村 　္野村 三重県 島உ県 ଯவ県
　妙高市 　山中湖村 　志摩市 　松江市 　佐賀市
　十日町市 　鳴沢村 　南伊勢町 　武雄市

　富士河口湖町

　小菅村
　丹波山村

2050年 二㓟化炭素排出実㉁ゼロ⾲明 ⮬治体

表明市ય町村 (4,200万人)表明都道府県 (8,390万人)

㸨朱書きは⾲明㒔㐨府県、その他のⰍ書きはそれぞれ共同⾲明団体

� 東京都・京都市・૯ଘ市を઩めとする265自治体（30都道府県、154市、２્શય、61町、18村）が
「2050年までに二෷化ຍಞൾ出実ସゼロ」を表明。表明自治体人口約9,629万人※、GDP約428ூ円。
※ᘙ明ᐯ治体人口Ტ各地方公共団体の人口合ᚘᲣでは、ᣃᢊ府県と市区町村の᣻ᙐをᨊ外してᚘምしています。 㸦2021年2月17日時点㸧
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日本の自治体のCO2排出実質ゼロ宣言	

環境省「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明自治体」	



日本の自治体の気候非常事態宣言 
(45自治体,2021/2/14現在) 
衆参両院も2020年11月に宣言を決議	

北海道ニセコ町	

北海道森町	

秋田県仙北市	

岩手県陸前高田市	
宮城県東松島市	

山形県飯豊町	

福島県郡山市	

茨城県取手市	

栃木県那須町	

神奈川県	

神奈川県鎌倉市	

さいたま市	

東京都千代田区	
東京都多摩市	

宮崎県諸塚村	
熊本県小国町	

長崎県壱岐市	
福岡県大木町	

鳥取県北栄町	

大阪府熊取町	
大阪府泉大津市	

兵庫県明石市	

大阪府河南町	
大阪府河内長野市	

堺市	
大阪市	

長野県木祖村	
長野県松本市	

長野県南箕輪村	

長野県千曲市	

長野県池田町	
長野県白馬村	

長野県立科町	

長野県小谷村	

長野県	

首長宣言	
議会宣言	

東京都多摩市、神奈川県鎌倉市、	
長野県佐久市は両方	

鹿児島県知名町	

相模原市	

岩手県矢巾町	
岩手県宮古市	

長野県小諸市	

長野県佐久市	

東京都世田谷区	

長野県木曽町	

東京都	

長野県東御市	
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⋇ 最ીエネルギー଎ા୤の７સచ減シナリオ

産業㒊㛛
4.3万TJ

業務㒊㛛
3.8万TJ

家庭㒊㛛
3.9万TJ

㐠輸㒊㛛
6.6万TJ

䕦2.8万TJ

䕦5.9万TJ

䕦2.8万TJ

現 状 2050の௅

䕦2.4万TJ

2050年度

嵣న岮峐௫峁峫峵峨峋
嵣自動車峙全峐EV嵣FCV

嵣新ണ峙高断೸嵣高気ഡ化
（ﾊﾟｯｼﾌﾞﾊｳｽ※1相当）
嵣ใோ住宅峙全峐省崐崵
基準峢嵒崽崑嵤嵈

嵣住宅峘92％峙
断೸不足

嵣ൾ出చ減岶進
峽峑岮峔岮
嵣設備峼含峫峉建
物全体峘ൾ出
చ減岶必要

嵣嵆崌崓嵤峕ൂோ
嵣ｶﾞｿﾘﾝ嵣ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
車岶9割以上

嵣ൾ出చ減岶進峪
一方岝ESG投資
峘高峨峴峑ಌ峔峵
చ減岶必要

2016年度

嵣業務用建物峼ZEB※2化
高効率ස明嵣空調
BEMS岝断೸改ఊ

嵣設備ಌ新ಉ峑２％చ減/年
嵣嵄崌嵑峼崺嵤崰嵅嵛崿峢代౹
嵣大企業峙RE100※3峼達成

嵣自動車環境情報提供制度
嵣事業活動ആ཮化対策計画書制度

嵣崛嵛崹崗崰＋崵崫崰嵗嵤崗峨峋峏岹峴崿嵕崠崏崗崰

嵣建ണ物環境崐崵嵓崖嵤性能検討制度
嵣建ണ物峘省崐崵改ఊ崝嵅嵤崰制度
嵣家൦峘省崐崵崝嵅嵤崰制度

嵣௏೨崐崛住宅൤఺യ進崿嵕崠崏崗崰

2030年度
注1：崹崫崟崾崷崎崡峙岝断೸嵣気ഡ嵣日ೝ利用峼ா限峨峑高峫峉省崐崵住宅 3：企業岶事業峘使用電力峼100％再生可能崐崵嵓崖嵤峑༱岰岽峒峼目指峃取組
2：඿ి峔஼内環境峼実現峁峔岶峳岝建物峘崐崵嵓崖嵤収支峼崤嵕峕峃峵岽峒峼目指峃建物 4：本崟崲嵒崒峙2020.3時点峕岴岻峵試算峑岬峴岝今後変ಌ峘可能性岶岬峵

1.9万TJ

0.7万TJ

1.1万TJ

1.0万TJ

嵣事業活動ആ཮化対策計画書制度
嵣中小規ெ事業者省崐崵൧断事業

嵣崤嵕崓嵤嵄嵛崻嵓化യ進崿嵕崠崏崗崰

計 18.6万TJ 計 4.7万TJ

嵣事業活動ആ཮化対策計画書制度
嵣中小規ெ事業者省崐崵൧断事業

嵣SDGｓ＆ESG投資യ進崿嵕崠崏崗崰
嵣崤嵕崓嵤嵄嵛実現新技術ಉയ進崿嵕崠崏崗崰

・最終エネルギー消費୤を７割చ減（18.6万TJ → 4.7万TJ）
・技୒୓新の動向もି視しつつ、୭୆・経済面で最ిな政策を選උ

取組(୻)

１

自治体の2050年にむけたロードマップ	
「長野県気候危機突破方針ロードマップ」	

目標制定に続き、2050年にむけた技術的対策の具体的な道筋を明らかにする。	

全国1700自治体でこうした計画を作り、排出ゼロへいつまでに何をするか、対
策の道筋を具体化することが大切(他に政策、プロジェクト編あり)。 



自治体の2050年にむけたロードマップ	

「長野県気候危機突破方針ロードマップ」その2 

2016年度 2050年度

⋈ 再生૭能エネルギーの３೅以上ఁ大シナリオ

ใோ水力
発電

崸崌崒嵆崡
発電

全峐峘建物峕屋根崥嵤嵑嵤

企業局水力発電峘活用

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電(岷峘岽ఀသ地活用）

現 状

2050の௅

2030年度

㟁気
1.4万TJ

㟁気
4.1万TJ

地೸
発電ಉ

熱利用
1.3万TJ

熱利用
0.1万TJ

576万 ｋW
2.2万 TJ

23.4万 ｋW
0.5万 TJ

4.3万 ｋW
0.1万 TJ

13.3万 ｋW
0.3万 TJ

導入可能地峃峣峐峑実施

住宅崐崵嵓崖嵤峘自消自産

地೸活用峘೸電ಡ給

県下全域峑崸崌崒嵆崡利用

地೸嵅崮嵛崟嵋嵓峼最大限
活用

太഻೸

崸崌崒嵆崡

地中೸ಉ

0.2万 TJ

0.8万 TJ

0.3万 TJ

※嵅崮嵛崟嵋嵓
８.1万TJ

※嵅崮嵛崟嵋嵓
２.5万TJ

ྩఅ崡崰嵤崾岵峳ቤ嵣嵂嵔崫
崰崡崰嵤崾峢転ఌ峔峓

小水力
発電

163.3万 ｋW
1.0万 TJ

全峐峘建物峕屋根崥嵤嵑嵤

公共施設峼峙峂峫一ಹ住宅
峕峬൤఺

計 1.5万TJ

計 5.4万TJ

屋根太഻光ಉ 78万件

想定件数 27件

ใோ小水力 175崓所
ใோ一ಹ水力 11崓所

小水力発電所 1600崓所

想定件数232件

想定件数 11万件

想定件数 14万件

想定件数 1万施設

【太陽光発電岨
住宅屋根峘90％岶౞活用
⇒崥嵤嵑嵤嵅崮嵛崟嵋嵓嵆崫崿
建ണ物自ே崐崵嵓崖嵤導入検討制度
地域峒調和峁峉再崐崵൤఺ఁ大崿嵕崠崏崗崰

【崸崌崒嵆崡発電岨
崸崌崒嵆崡೤料供給体制峘構ണ岶必要
岷峘岽ఀသ地ಉ新峉峔೤料峘活用峘検討岶必要
⇒信州F嵣崹嵗嵤崿嵕崠崏崗崰
収益ವ付型補助金

【小水力発電嵣地熱発電岨
地域合意岝資金調達環境改ఒ岶必要
技術開発峕峲峵崛崡崰低減岶必要
⇒新規電౺開発地点発໧崿嵕崠崏崗崰
⇒小水力発電崕嵋嵑崸嵛౉
収益ವ付型補助金
崤嵕崓嵤嵄嵛実現新技術ಉയ進崿嵕崠崏崗崰
世界ఏ準峘RE100嵒崦嵤崰崿嵕崠崏崗崰

【太陽熱利用嵣崸崌崒嵆崡熱利用岨
嵉嵒崫崰峕関峃峵社会的認知度岶低岮
⇒地域主導型自ே崐崵嵓崖嵤൉出支援事業
自ே崐崵嵓崖嵤信州崵崫崰
建ണ物自ே崐崵嵓崖嵤導入検討制度

【地中熱利用嵣温泉熱利用岨
技術開発峕峲峵崛崡崰低減岶必要
⇒地域主導型自ே崐崵嵓崖嵤൉出支援事業

崤嵕崓嵤嵄嵛実現新技術ಉയ進崿嵕崠崏崗崰

太഻光
発電

注1：本崟崲嵒崒峙2020.3時点峕岴岻峵試算峑岬峴岝今後変ಌ峘可能性岶岬峵

・再生可能エネルギー生産୤を３೅以上にఁ大（1.5万TJ → 5.4万TJ）
・地ୠ主導の再生可能エネルギーの൤఺により、エネルギー自立地ୠを確立

取組(୻)

２



自治体の2050年にむけたロードマップ 
「長野県気候危機突破方針ロードマップ」その3	
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嵣 2050年度峘最終崐崵嵓崖嵤消費量（4.7万TJ）峕対峁岝再生可能崐崵嵓崖嵤生産量（5.4万TJ）岶岽島峼上回峵
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嵣 現実的峕峙岝再崐崵転ఌ岶難峁岮産業用高ആັ峔峓峘ൾ出量（67万t-CO2）岶残峵岶岝森௔ล収峒再崐崵౟๪分
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注1：ഈ数処理峕峲峴合計岶一ಱ峁峔岮場合岶岬峵 注２：本ల来予೾峙2020.3時点峕岴岻峵試算峑岬峴岝今後変ಌ峘可能性岶岬峵
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計233

233-67 =166

再䜶䝛
余剰分

㒔市㛫連携
等䛻活用

計1,581
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日本のエネルギー需給・CO2排出実態	



有効に使っているエネル
ギーは３分の１。残りは
熱として捨てている	

日本のエネルギーの3分の2は無駄に	
→大きな省エネの可能性	

6割ロス	

8割ロス	

エ
ネ
ル
ギ
｜
消
費	

発電所などで	
約３分の１がロス	

工場など
に届く前
のロス	

工場・オフィ
ス・家庭・車
でのロス	

工場・オフィス・	
家庭・車で約３	
分の１がロス	

平田賢「21世紀:水素の時代を担う分散型エネルギーシステム」,vol.54-No.4,機械の研究,2002をもとに作成	



日本のエネルギーと電力消費量、CO2排出量 
2010年以降省エネ進展	
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一次エネルギー供給	

電力消費量	

CO2排出量	

経済産業省「総合エネルギー統計」	
環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成	

原発事故(2011年)以降に省エネ進展。2019年度にエネルギーも電力も2010年度比約10%削減。	

原発事故	

世界同時不況	



日本のCO2排出割合	

発電所
など	
39.1%	
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スなど	
5.8%	

家庭	
4.8%	

工業プ
ロセス	
4.1%	 廃棄物

他	
2.9%	

日本の	
CO2排出量	
11.06億t-CO2	
(2019年度	
速報値)	

発電所
など	
7.7%	

工場な
ど	

34.9%	

運輸	
18.7%	

オフィ
スなど	
17.3%	

家庭	
14.3%	

工業プ
ロセス	
4.1%	

廃棄物
他	

2.9%	

日本の	
CO2排出量	
11.06億t-CO2	
(2019年度	
速報値)	

左：発電時の排出を発電所の排出とした場合、　右：電気の消費側の排出とした場合 
 

発電時の排出を発電所のものとカウント
すれば、発電所と工場で3分の2を排出	

発電所＋工場65%	

環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成	



東京都のCO2排出割合	



東京都の温室効果ガス排出割合(2017年度)	

CO2	
91%	

メタン・一酸化
二窒素	
1%	

フロン類	
8%	

東京都の	
温室効果ガス排出量	
6393万t-CO2	
(2018年度)	

東京都環境局「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度速報値)」より作成		



東京都のCO2排出割合(2018年度)	
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人口あたりCO2排出量(2018年度)	

エネルギー転換	 産業部門	

業務部門	 家庭部門	

運輸部門	 非エネルギー	

環境省国立環境研究所「温室効果ガス排出インベントリ」	
東京都環境局「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度速報値)」より作成		



東京都のCO2排出割合(2018年度)	

購入電力に注目	

東京都環境局「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度速報値)」		
より作成		
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東京都のエネルギー消費量、CO2排出量推移	
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東京都環境局「東京都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査(2017年度)」		
東京都環境局「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度)」	より作成		
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エネルギー消費量	 エネルギー起源CO2排出量	

業務床面積や世帯数増加の中でエネルギー消費は減少、省エネは進展中(さらに可能)。	
電気のCO2排出係数悪化でCO2は余り減らない。電気の選択も重要。	



東京都の再エネ電力	
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東京都環境局「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度)」		
経済産業省再エネ電力設備容量より作成	

現状では自給率は低い。	



温暖化対策・エネルギー対策	



排出ゼロに向けた対策 
(対策の方向は目標が「排出ゼロ」でなくても同じ)	
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産業	 業務	 家庭	

運輸旅客	 運輸貨物	 化石燃料	

再エネ	 CO2	

省エネ・再エネ普及	
(具体的技術導入)	

省エネ・
再エネ普
及	

省エネが3つ	
1. 更新の時に、機械は省エネ型に変える。	
2. 建築は、新築・建てかえの時には断熱の
よい住宅、ビルにする（ゼロエミッショ
ン住宅など）。	
3. 自動車は2050年までに電気自動車にし、
再エネ電力を使う。	

再エネが2つ	
1. 電気・熱とも2050年までに再エネに変え
る（他地域からの購入を含む）。	
2. 地域の再エネ電力を集め、地域で売るし
くみをつくる（近隣との共同も）。	

	



省エネ・再エネ・CO2排出削減対策の模式図	
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設備更新・断熱建築導入と省エネ再エネのイメージ	

25	

更新・買換時に省エネ機器選択	

新築・建て替え時に断熱建築	

2020	 2050	

更新・買換時に燃費のよい車	

設備機器に関する	
エネルギー消費	

建築に関する	
エネルギー消費	
(暖房、給湯など)	

輸送に関する	
エネルギー消費	

更新・買換時に電気自動車	

再エネ電力利用	

購入電力で再エネ割合の高い	
小売を選ぶか自ら発電設備設置	

2030	

電力・熱で再エネを選ぶ	
(購入あるいは設備設置)	



省エネ対策〜経営判断と現場の努力	

（１）建物と機器の基
本性能	

省エネ	

エネルギー消費、CO2排出	

更新時の省エネ機器導入	

（３）最適制御・使い
方（技術のプロのレベ
ル）	

省エ
ネ	

（２）性能向上、無駄
削減のための改修	

省エネ改修（配管断熱、熱回収、インバータ化、	
など）。設備更新時に一体実施も可能。	

省
エ
ネ	

最適制御。制御システム導入の手段も	

（４）現場の努力	
省
エ
ネ

設備投資・改修・技術運用があると、	
現場の努力も活きる。	

設備投資権限のある経営者の判断が重要。政策や公的情報がそれをサポート。	

エネルギー消費、CO2排出	

エネルギー消費、CO2排出	

エネルギー消費、CO2排出	

26 



エネルギー起源CO2排出ゼロへの対策手段	

• 今ある対策技術普及でできる部分と、新技術も考える部
分に整理。このシナリオは技術普及のみ。	

電力	

低温熱利用	
(100℃以下)	

中温熱利用	
(100〜200℃)	

高温熱利用	

自動車燃料	

船舶航空燃料	

再エネ電力	

排熱、再エネ熱、電化して再エネ電力	

排熱、または電化して再エネ電力	

再エネ転換には課題(要素技術は有り)	

再エネ転換には課題(要素技術は有り)	

電化して再エネ電力	

商業化された	
優良技術普及	

商業化された優良技
術普及+技術開発	

新技術を使う必要があるのは後者2つのみ。再エネ水素が利用できる可能性があるが、再エネ水素は太
陽光、風力の余り分から製造。再エネ電力特に太陽光、風力拡大が優先。	



工場の対策について	

28	

高温熱	
中温熱	
200℃以下	
低温熱	
100℃以下	

電力	

生産設備	 冷暖
房・照
明など	

電化+再エネ電力	

省エネ、再エネ熱転換か、	
電化+再エネ電力	

省エネ+再エネ電力	

2050年まで	2030年ごろまで	

オフィスなどと	
共通の設備もあ
り、対策が取り
やすい。	

特殊設備もある。	
しかし汎用設備	
もあり共通対策	
が可能。	

省エネ	

省エネ、	
可能なら再エネに	

0%	 10%	20%	30%	40%	50%	

環境省補助事業	

環境省自主参加型排出量取
引	

ESCO事業(産業)	

これまでの対策効果の例	

対策の例	
•  電気：省エネ設備導入。出力調整で
きる設備に改修、など。	

•  熱利用：熱を漏らさない配管断熱、
より高温の工程の排熱を低温工程で
使う（熱の使い回し）、など。	

•  冷暖房・照明で省エネ設備導入(LED
照明、省エネエアコンなど	

省エネ+再エネ電力	



オフィスなどの対策について	

29 

熱利用	 電力 

暖房 

照明	

ゼロエミッションビル	
省エネ設備＋再エネ電力	
(可能な所は再エネ熱利用) 

2050年まで 2030年ごろまで 

省エネ設備	
断熱建築	

省エネ対策	
•  新築時：建物断熱、ゼロエミッション
ビルに	

•  更新のときに、照明、冷暖房装置、冷
蔵冷凍庫(商店など)、OA機器などを省
エネに優れた機器にする。	

再エネ	
•  購入電力を再エネに	
•  可能なら再エネ発電、再エネ熱設備 

省エネ+再エネ電力	冷房 

給湯 
厨房 

OA機器や動力 

省エネ設備	

省エネ設備	

省エネ設備	

省エネ設備	

省エネ設備	

省エネ+再エネ電力か再エネ熱 

省エネ+再エネ電力か再エネ熱 

省エネ+再エネ電力	

省エネ+再エネ電力	



東京都の民間事務所の床面積あたりCO2排出量(2015) 
同じ用途・業種でも効率に差	
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床面積あたりCO2排出量（t-CO2/m
2）	

対策	
終了後	

新設の施設が	
目指す水準	

省エネが進まず効率
の悪い事業者は光熱
費も同業他社より多
く支払っている。	

東京都の民間オフィス
の例(2015)	
・同じ業種の事業所で
も、効率（CO2原単位な
ど）に大きな差。	

現在	
（平均より悪い例）	

省エネ設備投資	

東京都環境局排出量取引制度報告資料より作成	

効率が良い 
（模範）	

効率が悪い	
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オフィス等の省エネ機器導入効果（設備更新＋使い方）	
照明更新	
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▲50%	 ▲50%以上	

•  設備更新で明るさ
に応じて本数を減
らせば半減。	

•  スイッチの小分け
（大部屋で一人で
残業する場合など
に威力）、人感セ
ンサーなども。	

•  電球交換では地金
があうか要確認。	
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冷暖房設備更新	
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▲70% 

▲20% 
〜▲50%	

•  加えて、水銀灯は
頻繁なオンオフは
不可能で「付けっ
ぱなし」前提だが、
LEDは点灯が早い
ので対応可能。	



断熱建築普及対策	
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新築床面積
300-2000m2	

新築床面積300m2未満	
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新築の非住宅建築物の	
断熱基準適合率(2017年度)	

•  新築では断熱基準を満たすものも増えた
が、建物全体に占める割合は低い	

•  毎年の新築・更新は建物全体の1-3%程度	
•  「ゼロエミッションビル」などより高い
断熱性能の建物普及は始まったところ。	
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新築建築物の断熱基準適合	

断熱基準	
適合義務	

断熱基準	
適合義務化	

義務なし	

ゼロエミッションハンドブック	

30年に一度の新築建て替えの機会を活かす。	



エネルギー・環境に関する選択肢ごとに国民生活への経済影響を解析 
独立行政法人科学技術振興機構低炭素社会戦略センター 	

家庭の対策	



家庭の省エネ機器導入効果の例	
20年前のエアコン更新	
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20年前の冷蔵庫更新	
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▲40〜50%	

▲60〜70%	
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10年前のものの更新は▲20%	

最近の機器の年間電気代:2〜3万円	 最近の機器の年間電気代:6000〜1万円	

電球型蛍光灯→電球型LED	
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▲30〜50%	

最近の機器の年間電気代:シーリングライト1つ約2000円。6箇所あれば12000円で月1000円。	



断熱住宅普及対策(新築)	

•  断熱基準適合住宅(無断熱住宅より暖房エネル
ギー▲60%)	

•  日本のゼロエミッションハウス(従来比で、一次
エネルギーで▲20%、さらに再エネでまかなう。	

•  欧州のゼロエミッションハウスはさらに強力な断
熱構造。	

断熱建築普及率	
•  新築住宅に占める断熱基準適合の割合は
2017年には約60%。その後300m2以上住宅
は届出制(断熱義務に近い)に変更。300m2

未満は無し。	

•  ゼロエミッションハウスは普及が始まっ
たところ。	

•  毎年の新築住宅の住宅全体に占める割合
は1-2%のみ。住宅ストック全体に占める
断熱住宅割合はまだ非常に低い。	
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断熱住宅普及状況(東京都の場合) 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運輸の対策	
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燃費の良い車への転換 

電気自動車への転換	
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▲60%	

▲90%	

乗用車から鉄道、バスへの転換	

都市部の他、地域の基幹交通(市街地・住宅地から
役所、商業施設、病院まで)の公共交通確保など。	
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再生可能エネルギーへの転換	
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地域外再エネ購入	

地域再エネ	

電力需要	

電気・熱とも2050年までに再エネに
変える。	

	

電気の再エネ転換	

【消費側】再エネ割合の高い電力小
売を企業、住民が選ぶ。	

【発電側】地域の再エネ発電建設を
地元主体で進める。	

熱利用の再エネ転換	

•  断熱住宅建築の際に太陽熱利用を
考える。	

•  将来、再エネ熱利用のため、必要
に応じ地域熱供給網を建設。 



全国の 
2050年にむけた排出シナリオの検討	
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日本全体の対策 
一次エネルギー2050年半減以下	

▲60%以上 
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最終エネルギー2050年半減以下	

▲48%	

▲68%	

新技術は想定しない。基本的に商業化・普及技術を更新時に導入。	
原発は想定しない。CO2固定貯留やCO2利用は想定しない。	

歌川・堀尾「90%以上の	CO2	削減を	2050	年までに確実に行うための日本の	エネ
ルギー・ミックスと消費構造移行シナリオの設計」、化学工学論文集より作成	
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日本全体の対策 
電力消費2050年40%減へ	

▲40% ▲41% 
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CO2	2050年90%以上削減	

▲60%以上	

▲95%	

新技術は想定しない。基本的に商業化・普及技術を更新時に導入。	
原発は想定しない。CO2固定貯留やCO2利用は想定しない。	

歌川・堀尾「90%以上の	CO2	削減を	2050	年までに確実に行うための日本の	エネ
ルギー・ミックスと消費構造移行シナリオの設計」、化学工学論文集より作成	



温暖化対策投資と光熱費減
(2016-2050年度)	
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累
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割引率3%で計算 

投資額を大きく上回る光熱費削減。対策
は全体として利益に。しかも投資の一部
（多く？）を国内・地域企業が獲得。	

歌川・堀尾「90%以上のCO2削減を2050年までに確実に行うための日本のエネ
ルギー・ミックスと消費構造移行シナリオの設計」化学工学論文集	

日本全体	
温暖化対策と	

輸入化石燃料費削減	

対策で輸入化石燃料費は大きく減少。	
光熱費流出を抑え、国内でお金が回る。	

約500兆円	

230〜350兆円	
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東京都の 
2050年にむけた排出シナリオの検討	
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2050年にむけた東京都のCO2排出削減対策	

エネルギー消費量	
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産業	 業務	 家庭	 運輸	

CO2排出量	
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石油	 ガス	 電力	

▲43%	
2000年比	

▲59%	
2000年比	

▲56%	
2017年比	

▲100%	
2017年比	

建物、機器はそれぞれ更新時に優良省エネ技術を導入すると想定。	
また建物は2025年以降ゼロエミッション住宅・ビル(省エネ性能)導入。	
電気自動車は2030年に乗用車の20%に導入。	

▲23%	
2000年比	

松原・歌川「グリーン・リカバリーに対応した東京都の	再生可能エネルギー100%シナリオの検討」	
エネルギー資源学会講演予稿より作成	



対策の効果	

光熱費の推移	
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累積排出量と1.5℃カーボンバジェット	
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	 気温上昇2℃未満のカーボンバジェット	

気温上昇1.5℃未満のカーボンバジェット	

2050年までの累積光熱費削減：約35兆円	
投資額：約13兆円	

•  カーボンバジェット：気温上昇をおさえるための排出許容量	
•  ここでは、気温上昇1.5℃抑制のための世界のカーボンバジェット(2018年から排
出ゼロまで)を、人口比で日本に配分。	

•  次に、日本の排出量比例で部門・業種毎に配分。これを活動量比例で各自治体に
配分。	



自治体の推進政策	

46 



排出ゼロに向けた対策 
(対策の方向は目標が「排出ゼロ」でなくても同じ)	

0	

10	

20	

30	

40	

50	

60	

70	

80	

90	

100	

現状	 2030	 2050	

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
、
C
O
2
排
出
量
	

産業	 業務	 家庭	

運輸旅客	 運輸貨物	 化石燃料	

再エネ	 CO2	

省エネ・再エネ普及	
(具体的技術導入)	

省エネ・
再エネ普
及	

省エネが3つ	
1. 更新の時に、機械は省エネ型に変える。	
2. 建築は、新築・建てかえの時には断熱の
よい住宅、ビルにする（ゼロエミッショ
ン住宅など）。	
3. 自動車は2050年までに電気自動車にし、
再エネ電力を使う。	

再エネが2つ	
1. 電気・熱とも2050年までに再エネに変え
る（他地域からの購入を含む）。	
2. 地域の再エネ電力を集め、地域で売るし
くみをつくる（近隣との共同も）。	

	



全体目標	

• 長期目標：2050年目標で排出ゼロなど	
• 中期目標：2030年目標	
• 「2050年排出ゼロ」は気温上昇を小さく(産業革命前比
1.5℃に)抑える目標	



目標の考え方	
(1)世界の排出削減経路に沿って削減	
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2030年	
2010年比	
45%削減	

2050年	
排出ゼロ	
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(2)世界のカーボンバジェットを世界人口比で日本に
割りふり、それを自治体に割り振り	

•  自治体への2018-2050年排出量配分方法は、人口比でを
配分する考え方と、排出構造を考慮する考え方がある。	

参考：	
気温上昇1.5℃未満抑制の世界のカーボンバジェット
(排出上限量)最大7700億t-CO2	
日本のカーボンバジェット(排出上限量)、人口比配分	
130億t-CO2	（2019年排出量の12年分）	
東京都のカーボンバジェット、排出構造により配分	
9億t-CO2（2018年排出量の16年分）	
削減経路で2030年42%削減(18年比)、2000年比44%削減	

気温上昇1.5℃未満抑制の世界の	
カーボンバジェットと排出経路 

1.5℃	
抑制	 2℃抑制	



進捗点検プロセス	

• 目標制定(2050年排出ゼロ)、途中の年の目標も定める	
• 対策実施、政策実施	
• うまく行かなかった時の予備対策、予備政策も定める	
•  (同時並行)エネルギー消費量とCO2排出量の実態把握	
	

•  進捗点検	
•  対策を含むエネルギー消費量とCO2排出量の結果把握	
•  うまく行かなかったら予備の対策を実施、原因も探る	

•  進捗点検	
•  対策を含むエネルギー消費量とCO2排出量の結果把握	
•  目標達成	



自治体政策	
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更新・買換時に省エネ機器選択	

新築・建て替え時に断熱建築	

2020 2050 

更新・買換時に燃費のよい車	

設備機器に関する	
エネルギー消費	

建築に関する	
エネルギー消費	
(暖房、給湯など)	

輸送に関する	
エネルギー消費	

更新・買換時に電気自動車	

再エネ電力利用	

購入電力で再エネ割合の高い	
小売を選ぶか自ら発電設備設置	

2030 

電力・熱で再エネを選ぶ	
(購入あるいは設備設置)	

•  対策の重点、政策の重点はこの変化の部分。	
•  企業・家庭が確実に対策を実施するためにどういう政策が考えられるか。	



自治体政策	

省エネ	

• 断熱住宅、建築物普及(将来はゼロエミッション住宅、ゼロエ
ミッションビルへ)。国・都の規制制度も活用(300m2未満は規制が

ない)	

• 省エネ機器普及改修促進。国・都の政策（効率規制、ラベルな
ど）も活用。典型対策の効果と費用対効果情報、事例などを提供。

オフィスなどには現状の業種別効率情報を示す（都の政策情報も

活用）	

• 企業・家庭の断熱・機器導入時にエネルギーアドバイス、専門家
の無料相談	

• 自治体施設は率先して断熱建築・省エネ設備に転換。光熱費減を
実現。	



再エネ電力供給、再エネ熱利用	
【地域の再エネ電力供給を増やす】	

•  地域主体による地域の再エネ電力供給を増やす。	
•  地域主体に技術支援。再エネ専門家実務家によるアドバイス。	
•  注意事項：乱開発防止(ゾーン制など)、地元主体優先。	

【需要側から再エネ電力選択】	

•  多くの小売会社がある中でCO2の小さい、再エネ割合の大きい所の情報提
供（都の政策も活用）。	

•  地域電力、自治体で再エネ100%電力、再エネ熱を地域に供給する例（欧
州で多数。経営の専門家と技術の専門家を擁する）	

•  日本でも再エネを重視する地域電力小売会社が徐々に増加。	

【再エネ熱利用について】	

•  可能な建築では太陽熱など再エネ熱利用導入。	
•  今後、地域熱供給で再エネ熱や排熱を供給することなどを検討。	
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電力システム改革、小売自由化、発送電分離と 
再生可能エネルギー発電所と消費者	

再生可能エネルギー発電所	
（市民共同発電所を含む）	

火力・原子力	

送電会社	
（公的ルール）	

配電会社	 	配電会社	
再生可能エネル
ギー中心の配電

会社	

消費者（企業、協同組合、家庭）	

電力小売自由化	
2016年4月から	

発送電分離	
2020年4月から	
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＊離島を除く

◇生活クラブエナジー （組合員限定）
◇トドック電力 （組合員限定）

北海道電力管内

　調査中

北陸電力管内

　調査中

沖縄電力管内

◇須賀川瓦斯（福島県を中心に東北・関東）
◇生活クラブエナジー（組合員限定）
◇パルシステム電力　（組合員限定） 
◇みやぎ生活協同組合（組合員限定、地球クラブ取次）
◇みんな電力
◇みらい電力（家庭向け準備中）
◇グリーナでんき
◇あいコープみやぎ（宮城県、パルシステム電力取次）
◇やまがた新電力（山形県）

東北電力管内

◇中之条パワー（中之条町、ふるさと納税返礼）
◇須賀川瓦斯（福島県を中心に東北・関東）
◇エネックス（東京都・埼玉県を主とする）
◇水戸電力（茨城県を中心に関東）
◇千葉電力（千葉県を中心に関東）
◇グリーンピープルズパワー
◇太陽ガス（ハッピーエナジー）
◇めぐるでんき
◇生活クラブエナジー（組合員限定）
◇パルシステム電力（組合員限定）
◇コープみらい ( 組合員限定、地球クラブ取次 )
◇みんな電力
◇みらい電力（家庭向け準備中）
◇グリーナでんき
◇湘南電力（神奈川県）
◇ところざわ未来電力（家庭向け準備中）
◇テラエナジー

東京電力管内

◇愛知電力（家庭向け検討中）
◇生活クラブエナジー（組合員限定）
◇パルシステム電力（組合員限定）
◇みんな電力
◇みらい電力（家庭向け準備中）
◇グリーナでんき
◇浜松新電力（浜松市内、家庭向け検討中）

中部電力管内
◇泉佐野電力（家庭向け検討中）
◇太陽ガス（ハッピーエナジー）
◇生活クラブエナジー（組合員限定）
◇ならコープでんき（組合員限定、
　 奈良県に居住もしくは通勤されている方）
◇グリーンコープでんき
　（大阪府、兵庫県、組合員限定）    
◇みんな電力
◇みらい電力（家庭向け準備中）
◇グリーナでんき
◇テラエナジー 

関西電力管内
四国電力管内

◇新電力おおいた
◇長崎地域電力
◇太陽ガス
◇みやまスマートエネルギー
　　　　　（福岡県を中心に九州）   
◇グリーンコープでんき（組合員限定） 
◇みんな電力
◇みらい電力（家庭向け準備中） 
◇グリーナでんき
◇テラエナジー

九州電力管内

パワーシフトキャンペーン
紹介電力会社（31社）  地図版
小売り電気事業者＋取次 2020年 5月版

パワーシフト・キャンペーン運営委員会
   　　http://power-shift.org
Mail: info@power-shift.org　

※会社名をクリックすると紹介ページにジャンプします

　◇みんな電力 
◇グリーナでんき 
　　　　（供給予定）
◇テラエナジー（7月より） 

中国電力管内
◇とっとり市民電力
　（鳥取県、島根県東部）
◇中海テレビ（鳥取県西部）
◇テラエナジー
◇グリーンコープでんき 
　　　　　　（組合員限定） 
◇みんな電力 
◇グリーナでんき

再エネ中心の電力小売会社	
家庭がここを選ぶだけでなく、消費量の大きい工場、自治体施設、オフィスが選ぶことが大事。	
自治体は、地域に積極的に電力公社や電力小売会社をつくり、市民共同発電所などの電気を集め、	
再エネ電力を地域に供給し再エネ100%を実現する。小売会社の経営は、市の施設を全部切り替え	
て安定顧客に。	



公的な専門的中立的情報提供	

•  技術の専門の人がいない可能性のある、地域企業・家庭に、公
的・中立の省エネ対策、再エネ対策の情報を提供。	

•  これにより、最適技術を、事業採算性を考え妥当な費用対効果
で導入。	

•  技術相談・情報提供に技術専門家を紹介、中立的情報提供、中
立的アドバイスを提供。	

•  企業に対してはさらに、業種別の効率情報を提供（生産量あた
りエネルギー・CO2、床面積あたりエネルギー・CO2など）、各
社・各事業所の、同業種内の立ち位置（トップレベル、平均レ
ベル、平均以下など）を常に把握、対策詳細検討の目安にする。	

•  公的・中立的情報により対策効果・コストの「相場感」ができ、
具体的対策導入に寄与。	
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横断的政策	

•  農業＋ソーラーシェアリング：地域農業をまもる。	
•  公営住宅の断熱建築：福祉政策、エネルギー貧困解決	
•  学校・公民館に太陽光＋蓄電池：防災拠点	

•  交通弱者むけのバスなど交通整備維持（高齢者施設、病院など）	



自治体施設の率先行動	

•  自治体施設で省エネ技術導入。	
•  自治体施設で再エネ100%電力、再エネ熱を購入（あるいは施設で自給）。	
•  自治体が環境面でも、また費用効果面でも民間の模範に。	

58 

自治体施設省エネ設備投資年次計画(3年で30%削減の例)	

•  計画できれば確実性
が高まり、進捗検証
も容易	

（省エネ設備投資すれば
確実にエネルギー効
率向上）	

導入年	対策
順位	

施設名	 CO2削減見込量	
[t-CO2]	

光熱費減
[万円]	

全体比
CO2削減
率	

1年目	
1	病院	 1,500	 6,000	

10%	
2	体育館	 1,000	 4,000	

2年目	

3	下水処理場	 1,000	 4,000	

10%	4	市民会館	 500	 2,000	

5	水道施設	 1,000	 4,000	

3年目	

6	市役所	 750	 3,000	

10%	7	図書館	 750	 3,000	

8	文化施設	 1,000	 4,000	

予備	
9	公民館	 500	 2,000	 2%	

10	教育施設	 500	 2,000	 2%	

公的施設の次は地域の民
間施設への応用。	



地域主体の参加 

• 意思決定参加。	
• 地域主体に省エネ再エネ対策情報提供。	
• 再エネ発電、熱施設で地域主体の利用を優先	
• 省エネ・再エネ対策の工事や設備機器提供、メンテナンスなどに
地元企業が参加できるよう支援	



対策と地域経済・雇用	



エネル
ギーコス
ト	

省エネ後の
エネルギー
コスト	
 

省エネ投
資経費の
返済	

企業の利
益	
 

省エネ後
のエネル
ギーコス
ト	
 
 

企業・家庭の経費	

他の経費	

省エネで浮かした	
経費を他部門に	
投入可能	
	
企業：投資や人件

費などに	
	
自治体：福祉・住
民サービスへ	

＜対策前＞	 ＜対策実施後＆投資回収前＞	 ＜対策実施後＆投資回収後＞	

省エネ後の
エネルギー
コスト	
 

省エネ投
資経費の
返済	

他の経費	 他の経費	 他の経費	



お金の使い方を変える	

光熱費
支出	

設備費	

設備維
持費等	

環境対
策費	

海外石
油大手
など	

国内・
地場産
業	

省エネ	
再エネなど	

化石燃料	

（化石燃料輸入	
　削減効果も）	

•  同じ支出でも、支払先の変更で国
内・地域経済・雇用増に寄与。	

•  化石燃料輸入代金は海外エネルギー
大手へ	

•  省エネや自然エネルギーは、化石燃
料費を減らし、かつ国内産業・地域
産業に支払い、雇用を増やす	



東京都の企業・家庭の光熱費	

東京都の	
企業・家庭の	
年間光熱費	
約2.5兆円	
(2017年度)	

温暖化対策（省エネ、再エネ対
策）でお金が地域で循環	



まとめ	

• 東京都は、再エネ化に課題のある産業高温熱・船舶航空燃料が大
変少なく、脱炭素化に有利。	

• 排出ゼロ目標、気候非常事態宣言を実際の排出削減につなげてい
くため、対策ロードマップ、政策整備が必要。	

• 削減の大半は既存技術の普及で可能。ごく一部のみ新技術。	
• 建物・機器の省エネ化、設備投資を計画的に行うことが必要。ま
た、専門的知見を地域で活かしながら省エネ再エネを普及してい
くことが望まれる。	

• 温暖化対策は光熱費削減により費用効果的なものも多い。地域か
ら流出する光熱費を削減、地域でお金を回すことでもある。	

• 温暖化対策は、地域の諸課題の解決と両立可能なものも多い。	
• 地域の将来像、まちづくりと関わることであり、地域の専門・実
務家の協力を得て議論していくことが必要。	





関東の電力消費と再エネ電力 
(これとは別に再エネ熱は地産地消)	
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東京都の電力消費と再エネ電力 
(これとは別に再エネ熱は地産地消)	
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東京都の熱利用と再エネ熱	
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